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総論 

第１章 計画策定にあたって 

１ 計画の背景・趣旨 

団塊の世代がすべて高齢者になる平成 26 年に向けて、わが国は世界に類をみな

いスピードで高齢化が進んでおり、平成 26 年３月現在の高齢化率は 25.5％となっ

ています。 

鴨川市においても、第３期計画スタート時点の平成 18 年では高齢者人口 10,860

人、高齢化率 28.9％でしたが、平成 25年には高齢者人口 11,754 人、高齢化率 33.1％

となり、この７年間で高齢化率は約４.2 ポイント増加しています。 

10 年後の平成 37 年には団塊の世代がすべて 75 歳以上の後期高齢者となり、寝た

きりや認知症高齢者の増加、医療と介護の連携などへの喫緊の対応が求められてい

ます。 

 

国は、平成 24 年度の介護保険制度の改正において、第３期介護保険事業計画期

間にスタートした「地域包括ケア」の考え方を一層推進する形として、高齢者が可

能な限り住み慣れた地域で、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが

できるよう、住まい、生活支援、介護、医療、予防の５つのサービスを一体化して

提供していくという「地域包括ケアシステム｣の実現に向けた取り組みを進めてき

ました。 

第６期計画以後の計画は、平成 37 年に向け、「地域包括ケア計画」として、第５

期計画で開始した地域包括ケア実現のための方向性を継承しつつ、在宅医療介護連

携等の取り組みを本格化していくものとしています。また、平成 37 年までの中長

期的なサービス・給付・保険料の水準も推計して記載することとし、中長期的な視

野に立った施策の展開を図る必要があります。 

 

本計画は、このような流れを受けて、本市の介護保険事業に係る基本的事項を定

め、適切な介護サービス及び地域支援事業を提供するとともに、高齢者が可能な限

り健康で自立した生活を送ることができるよう、「鴨川市高齢者保健福祉計画及び

介護保険事業計画（第６期）」として策定するものです。 
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地域包括ケアの実現に向けた第６期計画のポイント（国の方向性） 

 

第６期計画では、団塊の世代がすべて 75 歳以上となる平成 37 年を目途に、重度

な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続

けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供され

る「地域包括ケアシステム」のより一層の充実をめざし、体制の整備に取り組んで

いくことが求められています。 

また、今度、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域で

の生活を支えるためにも、地域包括ケアシステムの構築が重要となっています。 

 

（１）平成 37 年のサービス水準等の推計 

第６期計画では、計画期間中の給付費を推計して保険料を算定するだけでなく、

団塊の世代がすべて 75 歳以上となる平成 37 年のサービス水準、給付費や保険料水

準なども推計し、市町村介護保険事業計画に記載していく必要があります。 

 

（２）在宅サービス・施設サービスの方向性の提示 

「地域包括ケア計画」として、在宅サービス、施設サービスをそれぞれの地域で

今後どのような方向性で充実させていくか、地域の特徴を踏まえて中長期的な視点

をもって、方向を提示する必要があります。 

また、その際には、75歳以上の高齢者、認知症の高齢者など、医療と介護の両方

を必要とする人の増加に対応し、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、複合型サー

ビス及び小規模多機能型居宅介護などの普及が重要となります。 

 

（３）生活支援サービスの整備 

日常生活上の支援が必要な高齢者が地域で安心して在宅生活を継続できるよう、

ボランティア、NPO、協同組合等の多様な主体による多様な生活支援サービスを充

実・強化するための取り組みを記載する必要があります。 

また、平成 29 年４月までに新しい総合事業を開始し、介護予防訪問介護及び介

護予防通所介護を第６期計画中に事業へ移行することを踏まえ、コーディネーター

の配置などにより、地域づくりを積極的・計画的に進めることが期待されています。 
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（４）医療・介護連携・認知症施策の推進 

新たに地域支援事業に位置付けられる医療・介護連携の機能、認知症への早期対

応などについて、必要な体制の整備など各市町村の第６期計画における取り組み方

針と施策を示す必要があります。また、第６期計画期間中に取り組みが可能な自治

体から順次具体的に実施することとされています。 

 

（５）住まい 

高齢者の日常生活の支援や保健・医療・介護など、サービス提供の前提となる住

まいに関して、今後どのような方向性で充実させていくか、保険者として方向性を

提示する必要があります。その際、市町村及び都道府県の住宅関係の計画担当部局、

介護保険部局との連携を図ることとされています。 
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平成 37 年度までの目標設定 

平成 30～32 年度 平成 33～35 年度 平成 27～29 年度 平成 36～38 年度 

 

２ 計画の法的位置づけ 

高齢者保健福祉計画は、老人福祉法第 20 条の８に規定する計画であり、市町村老

人福祉計画として策定するものです。 

介護保険事業計画は、介護保険法第 117 条の規定に基づき策定される市町村介護

保険事業計画として策定するものです。 

本市においては、高齢者保健福祉事業と介護保険事業の円滑な運営を図るために、

「高齢者保健福祉計画」と「介護保険事業計画」を一体として策定します。 

また、本計画は、市の最上位計画にあたる「第１次鴨川市基本構想・鴨川市第２

次５か年計画」や市の健康福祉を総合的に推進する基本計画である「鴨川市健康福

祉推進計画」、さらには「千葉県高齢者保健福祉計画」等の関連諸計画と整合性を

図りながら、推進を図ります。 

 

 

３ 計画の期間と見直し時期 

本計画の計画期間は、平成 27 年度から平成 29 年度までの３年間と定めます。 

また、すべての団塊の世代が 75 歳以上になる平成 37 年度の姿を見据えたうえで

の、第１ステップの計画となります。 

 
 
 
 
 
 
 
 

第７期計画 第８期計画 第６期計画 第９期計画 
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４ 計画の策定体制 

（１）アンケート調査 

計画策定にあたり、若年者、一般高齢者、要支援・要介護認定者を対象として実

施してアンケート調査を実施しました。 

 若年者調査 一般高齢者調査 要支援・要介護認定者調査 

調査対象者 
40～64 歳までの市民（要支

援・要介護認定者を除く） 

65 歳以上の市民（要支援・

要介護認定者を除く） 

市内の要支援・要介護認定

者（在宅者及び施設入所者） 

母数 

平成 25 年 12 月末現在の住

民基本台帳及び外国人登録 

11,286 件 

平成 25 年 12 月末現在の住

民基本台帳及び外国人登録 

11,924 件 

平成 25 年 12 末現在におけ

る認定者 2,211 件 

抽出方法 層化無作為抽出法 

調査方法 郵送法 

配布期間 平成 26 年１月６日～１月 20 日 

配布数 1,000 件 2,500 件 1,250 件 

有効回収数 498 件 1,606 件 642 件 

回収率 49.8％ 64.2％ 51.4％ 

 

 

今後実施に応じて追加 

※介護保険運営協議会での審議 

※パブリックコメントの市民意見収集 
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第２章 高齢者を取り巻く状況 

１ 人口構成の変化 

（１）人口の推移と推計 

人口の推移を見ると、総人口は減少傾向にあり、平成 25 年時点で 35,480 人とな

っています。介護保険第１号被保険者にあたる 65 歳以上は年々増加傾向にありま

すが、第２号被保険者にあたる 40～64 歳は減少傾向が続いています。 

13,456 13,232 13,037 12,610 12,237

12,029 11,949 11,987 11,811 11,489

11,341 11,363 11,304 11,432 11,754

36,826 36,544 36,328 35,853 35,480

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

（人） 人口の推移

0～39歳 40～64歳（２号被保険者） 65歳以上（１号被保険者）
 

資料：登録人口 

 

実績を基に行った人口推計を見ると、総人口は減少傾向にあります。65 歳以上に

ついては第６期計画期間内（平成 29 年まで）は微増していますが、平成 30 年以降

減少に転じ、平成 37 年には 11,568 人となっています。 

11,703 11,443 11,206 11,012 10,794 10,618 10,477 10,326 10,142 9,989 9,813

10,896 10,662 10,479 10,323 10,184 10,020 9,829 9,712 9,619 9,518 9,449

12,221 12,347 12,402 12,364 12,322 12,260 12,194 12,053 11,919 11,753 11,568

34,820 34,452 34,087 33,699 33,300 32,898 32,500 32,091 31,680 31,260 30,830

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成27年平成28年平成29年平成30年平成31年平成32年平成33年平成34年平成35年平成36年平成37年

（人） 人口の推計

0～39歳 40～64歳（２号被保険者） 65歳以上（１号被保険者）  
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（２）人口ピラミッドの変化 

人口を５歳区切り・男女別にした人口ピラミッドをみると、平成 25 年時点では

60～64 歳の層が最も多かったのに対し、平成 37 年度には 75～79 歳の層が最も多く

なっており、すべての団塊の世代が 75 歳以上の後期高齢者となっていることがう

かがえます。 

 

612
677
716
680
695
800
849

1,071
1,082

925
981

1,178
1,587
1,423
1,214

987
780

486
201

01,0002,000

0-4
5-9
10-14
15-19
20-24
25-29
30-34
35-39
40-44
45-49
50-54
55-59
60-64
65-69
70-74
75-79
80-84
85-90
90-

（人）

男性

586
561
672
745
861
834
851
1,027
1,084

964
947
1,147

1,594
1,453

1,254
1,255
1,201

917
583

0 1,000 2,000 （人）

女性平成25年 人口ピラミッド実績値

 

 

 

486
505
557
656
664
642
683
745
797

941
1,114

984
902
973

1,186
1,254

874
463
296

01,0002,000

0-4
5-9
10-14
15-19
20-24
25-29
30-34
35-39
40-44
45-49
50-54
55-59
60-64
65-69
70-74
75-79
80-84
85-90
90-

（人）

男性

448
465
536
578
694
671
724
759
756
934
1,059
1,043

919
1,032

1,281
1,443

1,127
823
816

0 1,000 2,000 （人）

女性平成37年 人口ピラミッド推計値
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２ 若年層や高齢者の状況 

（１）高齢化の状況 

総人口に 65 歳以上人口が占める割合（高齢化率）の推移を見ると、増加傾向にあ

り、平成 25 年では 33.1％と、３人に１人が高齢者となっています。 

また、高齢者人口の推移を年齢別に分けて見ると、65～74 歳の前期高齢者より 75

歳以上の後期高齢者の方が多く、いずれも増加しています。 

5,164 5,170 5,034 5,092 5,344

6,177 6,193 6,270 6,340 6,410

11,341 11,363 11,304 11,432 11,754

30.8 31.1 31.1 31.9 33.1

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

（％）（人） 高齢化率と前期・後期高齢者人口の推移

65-74歳（前期高齢者） 75歳以上（後期高齢者） 高齢化率
 

資料：登録人口 
 

 

今後の推計を見ていくと、前期高齢者は平成 28 年をピークに減少に転じています

が、後期高齢者は今後も増加の一路をたどっており、平成 37 年時点では、前期高

齢者が 4,472 人に対し、後期高齢者は 7,096 人となっています。 

5,802 5,882 5,831 5,795 5,659 5,592 5,654 5,452 5,120 4,793 4,472

6,419 6,465 6,571 6,569 6,663 6,668 6,540 6,601 6,799 6,960 7,096

12,221 12,347 12,402 12,364 12,322 12,260 12,194 12,053 11,919 11,753 11,568

35.1 35.8 36.4 36.7 37.0 37.3 37.5 37.6 37.6 37.6 37.5

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年 平成35年 平成36年 平成37年

（％）（人） 高齢化率と前期・後期高齢者人口の推計

65-74歳（前期高齢者） 75歳以上（後期高齢者） 高齢化率
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（２）暮らしについて 

家族構成は、大半は「家族などと同居」ですが、一般高齢者の１割強、認定者の

約２割が「一人暮らし」となっています。 

6.8 

92.4 

0.0 

0.8 

13.0 

84.1 

0.4 

2.6 

20.1 

66.5 

12.6 

0.8 

0 20 40 60 80 100

一人暮らし

家族などと同居

その他（施設入居など）

無回答

（％）

家族構成

若年者(n=498) 一般高齢者(n=1,606) 認定者(n=642)

資料：アンケート調査 
 

参加している地域活動は、若年者、一般高齢者共に「集会所での交流」が最も高

くなっていますが、一般高齢者では 32.5％と概ね３人に１人であるのに対し、若年

者では 23.3％と概ね４人に１人と少なくなっています。また、軽スポーツ以外の活

動は若年者より一般高齢者の方か活動している割合が高くなっています。 

23.3

12.7

3.2

11

5.2

32.5

11.6

6.2

13.4

13.6

0 20 40

集会所での交流

軽スポーツ

ものづくりの場

ボランティア活動

公民館活動

（％）

参加している地域活動

若年者(n=498) 一般高齢者(n=1,606)  
資料：アンケート調査 
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老後の生活で不安なことは、「自分や家族の健康に関すること」がいずれも６割以

上と特に多くなっています。また、総じて一般高齢者より若年者の方が不安に感じ

ていることが多く、特に「家計に関すること」は大きく差がついています。 

69.1

34.9

46.0

20.7

13.3

18.5

16.7

8.6

1.8

3.2

60.2

24.7

20.9

8.0

7.3

5.4

5.4

15.3

2.7

8.9

0 20 40 60 80

自分や家族の健康に関すること

家族のこと

家計に関すること

家や財産のこと

人付き合いに関すること

仕事のこと

住まいのこと

特に不安や悩みはない

その他

無回答

（％）

老後の生活で不安なこと

若年者(n=498) 一般高齢者(n=1,606)  
資料：アンケート調査 

 

健康や福祉についての不安の相談について、若年者、一般高齢者共に「同居の家

族」が最も高くなっています。 

57.4

22.9

19.5

29.5

1.4

-

0.4

0.2

1.2

3.0

0.8

3.0

8.0

62.8

28.5

26.3

21.9

2.9

2.2

1.3

1.2

1.2

0.6

1.9

3.3

10.8

0 20 40 60 80

同居の家族

医療機関の医師や看護師

別居の子ども、親族など

友人、隣近所の人

市の保健師・管理栄養士

福祉総合相談センター

市役所の窓口

民生委員・児童委員

社会福祉協議会の窓口

ボランティアグループ

その他

相談相手はいない

無回答

（％）

健康や福祉についての不安の相談

若年者(n=498) 一般高齢者(n=1,606)
 

資料：アンケート調査 
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（３）健康について 

現在健康だと思うかどうかについては、若年者と前期高齢者は大きな変化はあり

ませんが、後期高齢者では「そう思う」が 10 ポイント以上減り、「あまり思わない」

が２割以上と多くなっています。 

43.4 

44.4 

31.1

37.3 

34.7 

38.1

13.3 

14.3 

22.1

2.6 

5.4 

7.0

3.4 

1.2 

1.7

0 20 40 60 80 100

若年者(n=498)

前期高齢者(n=851)

後期高齢者(n=727)

（％）

現在、「健康」だと思いますか

そう思う ややそう思う あまり思わない 無回答  
資料：アンケート調査 

 

現在病気やけがで医療機関に「かかっている」割合は、若年者では５割未満と少

なくなっていますが、前期高齢者で７割強、後期高齢者で８割強と、加齢とともに

医療機関にかかっている割合が高くなっています。 

48.6

73.4

83.2

49.8

24.1

11.3

1.6

2.5

5.5

0 20 40 60 80 100

若年者(n=545)

前期高齢者(n=851)

後期高齢者(n=727)

（％）

現在、病気やけがで医療機関にかかっていますか

かかっている かかっていない 無回答  
資料：アンケート調査 
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（４）今後の施策について 

日常生活圏域におけるケアシステムで優先すべき施策については、「一人暮らしや

高齢者夫婦世帯への地域の見守りの充実」と「24 時間対応の在宅医療の充実」がい

ずれも４割を超し特に高くなっています。 

44.2

43.0

37.1

36.7

36.1

30.9

23.1

22.5

15.8

1.3

21.0

0 20 40 60

一人暮らしや高齢者夫婦世帯への地域の見守りの充実

24時間対応の在宅医療の充実

特別養護老人ホーム等の施設整備

介護状態にならないための予防の充実

訪問看護やリハビリテーションの充実強化

24時間対応の在宅サービスの強化

自立を支援する介護サービスの実施

持ち家のバリアフリー化の推進

高齢者住宅等の整備、誘致

その他

無回答

（％）

日常生活圏域におけるケアシステムで優先すべき施策

一般高齢者(n=1,606)

資料：アンケート調査 
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今後重要だと思う高齢者施策全般については、「安心して受けられる介護サービ

ス」「緊急時などにも困らない医療・福祉サービス」「通院や買い物等の移送サービ

ス」が、若年者、一般高齢者、認定者のいずれにおいても上位３位と多くなってい

ます。 

 

94.0

86.7

71.3

90.8

65.1

73.7

83.3

89.8

78.7

78.3

83.1

70.0

59.3

77.6

48.5

49.5

68.3

75.5

57.0

55.5

75.4

61.1

45.6

66.5

36.6

38.0

45.8

66.0

59.1

46.6

0 20 40 60 80 100

安心して受けられる介護サービス

気軽に受けられる日常生活の援助

健康維持のための教室

緊急時などにも困らない医療・福祉サービス

身近な地域で趣味活動に参加できるしくみ

経験を生かして就労やボランティアができるしくみ

高齢者を地域で支える住民の助け合い活動

通院や買い物等の移送サービス

住みやすい住宅の整備推進や住宅確保支援

成年後見制度の利用促進

（％）

重要だと思う高齢者施策

若年者(n=498) 一般高齢者(n=1,606)

認定者(n=642)

資料：アンケート調査 
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３ 要介護認定者の状況 

（１）認定者数や認定率の推移 

認定者数・認定率は共に増加しており、平成 25 年時点では認定者数は 2,192 人、

認定率は 18.4％となっています。 

11,351 11,362 11,334 11,582 11,886 

1,831 1,904 1,970 2,069 2,192 

16.1 16.8 17.4 17.9 
18.4 

0

5

10

15

20

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

（％）（人） 被保険者と認定者数・認定率の推移

被保険者 認定者 認定率  
資料：介護保険事業状況報告暫定版（各年 10 月現在） 

 

認定者について、要支援・要介護度別にみると、要介護１が占める割合が最も多

くなっているほか、過去５年間の伸び率は要介護２が約 1.5 倍と特に多くなってい

ます。 

134 166 152 153 162
224 234 243 269 274

402 405 399 423 474

285 321 389 413 437295 283 280 
295

321267 
286 287 

309
294

224 
209 220 

207
2301,831 1,904 1,970 

2,069 2,192

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

（人） 要支援・要介護度別認定者数

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
 

資料：介護保険事業状況報告暫定版（各年 10 月現在） 
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認定者について年代別でみると、前期高齢者では毎年 200 人前後でほぼ横ばいで

推移しているのに対し、後期高齢者では年々増加しており、平成 25 年には約 2,000

人となっています。 

199 189 186 205 224

1,632 1,715 1,784 1,864 1,968

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

（人） 認定者の内訳（年代別）

65-74歳（前期高齢者） 75歳以上（後期高齢者）
 

資料：介護保険事業状況報告暫定版（各年 10 月現在） 
 

特に増加している後期高齢者の認定率について、国・千葉県と比較してみると、

平成 21 年時点では千葉県とほぼ同程度であった認定率が、その後大幅に増加し、

平成 25 年では 30.9％で概ね３人に１人程度と高くなっています。 

26.5 

27.4 
28.3 

29.2 30.9 

26.7 

26.9 27.0 27.4 
28.3 

29.5 29.9 30.5 
31.1 32.1 

20.0

25.0

30.0

35.0

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

（％） 75歳以上認定率の推移

鴨川市 千葉県 全国
 

資料：介護保険事業状況報告暫定版（各年 10 月現在） 
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（２）認定者数や認定率の推計 

 

※今後数値が確定し次第挿入 
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（３）認定やサービスについて 

認定者が、介護が必要になった原因としては「体力の低下」が約３割で最も高く、

次いで「認知症」「骨折・転倒」「脳血管疾患」が２割前後となっています。 

31.6

21.3

18.7

18.1

9.7

0 20 40

体力の低下

認知症

骨折・転倒

脳血管疾患

心臓病

（％）

介護が必要になった原因（上位５位）

認定者(n=642)
 

資料：アンケート調査 
 

介護サービスを受けてよかったと思うことは、「家族が楽になった」と「人と話す

機会が増えた」がいずれも２割強で最も高くなっています。 

23.8

23.7

10.4

9.3

6.7

5.9

2.8

2.8

7.3

0 20 40

家族が楽になった

人と話す機会が増えた

外出の機会が増えた

体調が良くなった

家族に対する気兼ねが減った

自分で身の回りのことをしようとする意欲が出てきた

良かったと思うことは特にない

その他

無回答

（％）

介護サービスを受けて良かったと思うこと

認定者(n=642)

資料：アンケート調査 
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（４）家族の介護について 

家族で主に介護をしている方は、「娘・息子」と「配偶者」が２割半ばと最も多く

なっています。 

27.9

26.3

11.7

6.5

2.0

2.0

4.0

19.5

0 20 40

娘・息子

配偶者

嫁・婿

介護サービス提供事業者

兄弟・姉妹

その他の親族

その他

無回答

（％）

家庭で主に介護をしている方

認定者(n=642)
 

資料：アンケート調査 
 

家族で主に介護をしている方の年代は「60 歳代」が２割半ばと最も多くなってい

ますが、「70 歳代」と「80 歳代以上」を合わせると、70 歳代以上が約３割と多くな

っています。 

1.8

4.2

13.2

26.9

14.0

15.3

24.6

0 20 40

20～30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳代以上

無回答

（％）

家庭で主に介護をしている方の年代

認定者(n=642)
 

資料：アンケート調査 
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（５）介護が必要な場合について 

今後介護が必要となった場合は、若年者、一般高齢者、認定者共に、「介護保険の

サービスや保健福祉サービスを活用しながら自宅で介護」が最も高くなっています。

一方、若年者では「わからない・何とも言えない」も高くなっています。 

 

10.0

28.1

14.5

1.4

4.4

6.4

27.5

0.6

5.6

16.3

27.0

12.6

0.7

5.7

3.9

22.7

0.7

6.3

10.7

25.7

5.0

1.1

7.6

6.7

17.8

2.8

22.6

0 20 40

家族などを中心に自宅で介護してほしい

介護保険のサービスや保健福祉サービスを

活用しながら自宅で介護

介護付きの生活施設に入所したい

グループホームなどで共同生活をしたい

老人保健施設や特別養護老人ホームに入所したい

小規模な施設で、入所と在宅を組み合わせて利用したい

わからない・何とも言えない

その他

無回答

（％）

介護が必要となった場合､どのようにしたいか

若年者(n=498) 一般高齢者(n=1,606)

認定者(n=642)
 

資料：アンケート調査 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 計画の基本理念 

 

「うるおいのある健康福祉の都市～ふれあい輝く『元気』のまち～」 

 

「第１次鴨川市基本構想」では、本市が目指す将来像を『自然と歴史を活かした

観光・交流都市 ―みんなで創る光り輝くふるさとを目指して－』とし、健康福祉

分野においては、『うるおいのある健康福祉の都市』を基本方針としています。 

これらの基本方針に基づき、市の健康福祉を総合的に推進する基本計画である「鴨

川市健康福祉推進計画」では「みんなで取り組もう ふれあい輝く『元気』のまち 

鴨川」を目標像としています。 

そこで、本計画においては、第５期計画を踏襲し、「うるおいのある健康福祉の都

市～ふれあい輝く『元気』のまち～」を基本理念とし、医療・介護の連携強化を図

り、高齢者が元気で健康に住み慣れた地域で生活でき、安心して必要なサービスを

利用できるような体制の充実と強化を図ります。 

 

２ 計画の目標（案） 

重点目標 地域包括ケア体制の充実 

基本目標１ いつも元気で健康でいられるまち 

基本目標２ ふれあい、ささえあいのある生活しやすいまち 

基本目標３ いつまでも安心して暮らせるまち 
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３ 日常生活圏域の設定 

日常生活圏域については、第５期で定めた４圏域を踏襲する形で、下記の通り設

定します。 

なお、この日常生活圏域の設定は、本計画における圏域設定であり、現在の行政

区域を変更するものではありません。 

 

※データは後程最新のものに変更します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

大山 

吉尾 

 
主基 

 
曽呂 

 

江見 

 

太海 

 

西条 

 
田原 

 
鴨川 

 

東条 

天津 

 
小湊 

 
長狭地区 

江見地区 

鴨川地区 天津小湊地区 

長狭地区（大山、吉尾、主基） 

世帯数：2,174 世帯 

人 口：5,185 人 

高齢者：1,937 人（37.4％） 

認定者：387 人（20.0％） 

江見地区（江見、曽呂、太海） 

世帯数：2,235 世帯 

人 口：5,341 人 

高齢者：1,915 人（35.9％） 

認定者：291 人（15.2％） 

東条・天津小湊地区（東条、天津、小湊） 

世帯数：6,162 世帯 

人 口：13,695 人 

高齢者：4,019 人（29.3％） 

認定者：568 人（14.1％） 

鴨川地区（鴨川、田原、西条） 

世帯数：5,232 世帯 

人 口：12,107 人 

高齢者：3,433 人（28.4％） 

認定者：498 人（14.5％） 

地域包括支援センター 

地域包括支援センターのサブセンター 
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４ 施策体系（案） 

【
基
本
理
念
】
う
る
お
い
の
あ
る
健
康
福
祉
の
都
市 

‐
ふ
れ
あ
い
輝
く
元
気
の
ま
ち
‐ 

重点目標 地域包括ケア体制の充実 
医療・介護連携の体制づくり 

地域ささえあい体制づくり 

基本目標 基本施策 施策の方向 

１ 

いつも元気で健

康でいられるま

ち 

社会参加と生きがいづくり

の促進 

交流活動の促進 

就労対策の推進 

健康づくりの促進 健康づくりの促進 

介護予防の推進 
二次予防施策の推進 

一次予防施策の推進 

２ 

ふれあい、ささ

えあいのある生

活しやすいまち 

ささえあいの推進 
福祉意識の形成 

地域でささえる体制づくり 

安全で快適な生活の確保 

移動・交通対策の充実 

防災・防犯対策の充実 

人にやさしいまちづくりの

推進 

介護・保健・福祉の拠点の充

実 

介護・保健・福祉の拠点の充

実 

３ 

いつまでも安心

して暮らせるま

ち 

高齢者福祉サービスの充実 
在宅福祉サービスの充実 

家族介護支援の充実 

介護保険サービスの充実 

介護予防・居宅サービスの充

実 

地域密着型サービスの充実 

施設サービスの充実 

介護保険制度の円滑な運営 
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【参考】重点目標案 

～鴨川市における地域包括ケア体制の充実に向けて～ 

 

１．医療・介護連携の体制づくり 

 （１）広域的な地域包括ケアネットワークの構築  

  ①安房保健医療圏（千葉県の二次保健医療圏）における 

   医療・介護等広域ネットワーク化 

 （２）在宅医療・介護の連携推進  

  ①医療・介護等の専門多職種連携（広域・市域）に資する 

   研修等を通じた円滑なサービス提供体制の構築 

  ②地域住民への在宅医療・介護サービス等の普及啓発 

 

２．地域ささえあい体制づくり   

 （１）生活支援・介護予防の充実  

  ①生活支援・介護予防サポーターの養成・育成支援 

  ②多様な参加の場づくりとリハビリ専門職等による自立支援 

 （２）認知症施策の推進  

  ①認知症疾患医療センターとの連携による認知症予防の推進 

  ②認知症初期集中支援チームによる認知症の早期診断・対応 

 （３）権利擁護の推進  

  権利擁護推進センター設置による成年後見制度等の利用促進 

  及び普及啓発 

 （４）地域ささえあい拠点の充実  

  ①日常生活圏域における相談体制及び交流拠点の充実 

  ②地域密着型サービス拠点の充実 

 
 



1 

第１期 （平成12年度～平成14年度） 

・ 介護保険サービス（利用者１割負担）の開始 

・ ホームヘルプ、デイサービス、ショートステイの利用増加＋多様なサービスの実施 

第３期 （平成18年度～平成20年度） 

・ 介護予防システムの構築(要支援１・２区分、予防給付、地域支援事業の創設) 

・ 高齢者の尊厳を考えたケアの確立 

・ 地域密着型サービスの創設 

・ 「量」から「質」へ「施設」から「在宅」へ 市町村主体の地域福祉力による地域ケアの視点を重視 

・ 要支援予備群の要支援（介護）化ならびに要支援者の要介護化を予防する様々な施策の下、そ

の効果を考慮して適正な保険料を算出 

第５期 （平成24年度～平成26年度） 

・ 医療、介護、予防、生活支援、住まいが連携した包括的な支援（地域包括ケア）を推進 

・ 24時間対応の定期巡回・随時対応型サービスや複合型サービスを創設 

・ 保険者の判断による予防給付と生活支援サービスの総合的な実施 

（介護予防・日常生活支援総合事業） 

・ 介護療養病床の廃止期限を猶予（平成30年３月末までに延期） 

第４期 （平成21年度～平成23年度） 

・ 特定高齢者対策や介護予防、健康づくりの推進 

・ 介護給付の適正化（要介護認定やケアマネジメント等の適正化） 

・ 介護サービス事業者に対する制度内容の周知、助言及び指導・監督等の適切な実施 

・ 介護サービス従事者の処遇改善への対応(介護報酬のプラス改定) 

・ 地域包括支援センターを核とした地域福祉との連携 

・ 介護療養病床廃止に向けた取り組み(平成23年度末までに廃止) 

 

第６期 （平成27年度～平成29年度） 

・ 社会保障制度改革の影響により大幅な制度改正が行われることから、それに対応した現状

把握と今後の検討に取り組む必要があります。 

⇒ 介護保険制度改正等の動向は次のページ 

 

介護保険制度をめぐる国の動向等 

■介護保険制度の流れ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第２期 （平成15年度～平成17年度） 

・ 施設入所の適正化を図る 

・ 要支援、要介護１の軽度者が増加 

・ 在宅介護力の強化を図る（ケアマネジャー等の資質向上など） 
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■介護保険制度改正等の動向 
項 目 内 容 現時点で想定される課題 

①要支援者向けサービスの地

域支援事業への移行 
 

（実施時期：平成27年４月～、地

域の実情により平成29年度末ま

で） 

・要支援１・２の訪問介護・通所介護

について介護給付から市町村事業

（地域支援事業）へ移行 

 

・インフォーマルサービスの

活用（自治会、ボランティ

ア、ＮＰО等） 

・既存事業所によるサービス

の継続 

②特養入所基準の厳格化 

（実施時期：平成27年４月～） 

・特養入所は原則として、要介護３以

上に変更 

・要介護１・２で在宅生活が困難

な人の受け皿、支援の確保 

・低所得者の特養に変わる住まい

の確保 

③居住費や食費の基準費用額

（補足給付額）の変更 

（実施時期：平成27年８月～） 

・一定預貯金額（単身1,000万円超） 

等を判断要件とする 

・住民への影響把握 

・事務負担の増加 

④一定以上所得者の利用料

負担割合の引上げ（１割

→２割）、高額介護限度

額の引上げ 

（実施時期：平成27年８月～） 

・合計所得金額160万円以上の者に

ついて自己負担を２割 

・現役並み所得者（世帯383万円以

上）の高額介護サービス費限度額を

44,400円へ引上げ 

・住民への影響把握 

 （サービス利用の低下等） 

・事務負担の増加 

⑤地域ケア会議の推進 

（実施時期：平成27年４月～） 

・地域包括ケアシステム実現のため、

さらなる取組みを進める 

・個別事例の検討を通じ、多職種連携

によるケアマネジメント支援、地域

のネットワーク構築 

・推進に向けた体制や仕組み

づくりの検討 

⑥地域包括ケアの推進 

（実施時期：平成27年４月～） 

・2025年を目途に医療・介護・予防・住まい・

生活支援が一体的に提供される地域包括ケ

アシステムの構築を実現 

・認知症高齢者の増加への対応 

・医療と介護の連携のあり方

検討 

・地域ケア会議や認知症ケア

パス等の有効活用 

⑦認知症施策５カ年計画 

（実施時期：平成27年４月～） 

・認知症ケアパスの普及 

・認知症対応医療サービスの構築 

・初期集中支援チームの設置 

・地域ケア会議の推進 

・認知症ケアパス作成を通じ

て、地域資源の掘り起こし

とケアの流れの整理を検討 

⑧地域における医療・介護

の総合的な確保を図るた

めの改革 

（実施時期：平成26年10月～） 

・病床の機能分化・連携のため都道府

県地域医療構想（ビジョン）を策定 

・有床診療所等の役割について、医療

法へ位置付け 

・在宅医療の推進と介護の連携 

・地域包括ケアシステムにお

ける医療と介護の連携の仕

組みづくりの検討 
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■介護予防・日常生活支援総合事業について 
※平成26年７月28日、全国介護保険担当課長会議「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン（案）」を参考に作成 

Ⅰ．総合事業の目的と考え方 

【事業内容と趣旨】 

介護予防・日常生活支援総合事業とは、市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充

実することにより、地域の支え合いの体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目指すもので

す。 

 

団塊の世代が75歳以上となる平成37年（2025年）に向け、単身高齢者世帯や高齢者夫婦のみ世帯、認知症高齢者の増加が予想されるな

か、介護が必要な状態になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができるようにするため、市町村が中心となって、介護だけではなく、

医療や予防、生活支援、住まいを一体的に提供する地域包括ケアシステムの構築が重要な政策課題となっています。 

 

要支援者については、掃除や買い物などの生活行為（IADL）の一部を行うことが難しくなっていますが、排せつ、食事摂取などの身の回り

の生活行為（ADL）は自立している方が多くなっています。このような要支援者の状況を踏まえると、支援する側とされる側という画一的な

関係性ではなく、地域とのつながりを維持しながら、能力に応じた柔軟な支援を受けていくことで、自立意欲の向上につなげていくことが期

待されます。 

 

そのため、要支援者の多様な生活支援ニーズについて、従来予防給付として提供されていた全国一律の介護予防訪問介護及び介護予防通所

介護（介護予防訪問介護等）を、市町村の実施する総合事業に移行し、要支援者自身の能力を最大限活かしつつ、介護予防訪問介護等と住民

等が参画するような多様なサービスを総合的に提供可能な仕組みとして見直したものです。 

【実施時期】 

総合事業の施行期日は平成27年４月１日となっていますが、生活支援・介護予防サービスの体制整備等を進め、円滑な制度移行を行うこと

ができるよう、市町村による実施は平成29年４月まで猶予できることとされています。  
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Ⅱ．新しい介護保険制度の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

介護給付 （要介護１～５） 介護給付 （要介護１～５） 

介護予防給付 
（要支援１～２） 

訪問看護、福祉用具等 

訪問介護、通所介護 

介護予防給付 （要支援１～２） 

介護予防事業 
又は介護予防・日常生活支援総合事業 

○二次予防事業 

○一次予防事業 

（介護予防・日常生活支援総合事業の場合は、上

記の他、生活支援サービスを含む要支援者向け事

業、介護予防支援事業。） 

新しい介護予防・日常生活支援総合事業 
（要支援１～２、それ以外の者） 

○介護予防・生活支援サービス事業 

 ・訪問型サービス 

 ・通所型サービス 

 ・生活支援サービス（配食等） 

 ・介護予防支援事業（ケアマネジメント） 

○一般介護予防事業 

包括的支援事業 
○地域包括支援センターの運営 

 ・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援業

務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援 

包括的支援事業 
○地域包括支援センターの運営 

 （左記に加え、地域ケア会議の充実） 

○在宅医療・介護連携の推進 

○認知症施策の推進（認知症初期集中支援チー

ム、認知症地域支援推進員 等） 

○生活支援サービスの体制整備（コーディネ

ーターの配置、協議体の設置 等） 

任意事業 
○介護給付費適正化事業 

○家族介護支援事業 

○その他の事業 

任意事業 
○介護給付費適正化事業 

○家族介護支援事業 

○その他の事業 

＜現行＞ ＜見直し後＞ 介護保険制度 

【財源構成】 

国：25％ 

都道府県： 

12.5％ 

市町村： 

12.5％ 

１号保険 

料：21％ 

２号保険 

料：29％ 

地
域
支
援
事
業 

地
域
支
援
事
業 

【財源構成】 

国：39.5％ 

都道府県： 

19.75％ 

市町村： 

19.75％ 

１号保険 

料：21％ 

現行と同様 

事業に移行 

全市町村 

で実施 

多
様
化 

充
実 
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Ⅲ．新しい介護予防・日常生活支援総合事業の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

介 護 予 防 ・

日常生活支

援総合事業 

（新しい総合

事業） 

１．介護予防・生活支援

サービス事業 

２．一般介護予防事業 

（１）訪問型サービス 

（第１号訪問事業） 

（２）通所型サービス 

（第１号通所事業） 

（３）その他の生活支援サービス 

（第１号生活支援事業） 

（４）介護予防ケアマネジメント 

（第１号介護予防支援事業） 

①訪問介護 

②訪問型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） 

③訪問型サービスＢ（住民主体による支援） 

④訪問型サービスＣ（短期集中予防サービス） 

⑤訪問型サービスＤ（移動支援） 

①通所介護 

②通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） 

③通所型サービスＢ（住民主体による支援） 

④通所型サービスＣ（短期集中予防サービス） 

①栄養改善を目的とした配食 

②住民ボランティア等が行う見守り 

③訪問型サービス、通所型サービスに準じる自立支

援に資する生活支援（訪問型サービス・通所型サ

ービスの一体的提供等） 

①介護予防把握事業 

②介護予防普及啓発事業 

③地域介護予防活動支援事業 

④一般介護予防事業評価事業 

⑤地域リハビリテーション活動支援事業 

・現行の訪問

介護相当 

・多様なサー

ビス 

・現行の通所

介護相当 

・多様なサー

ビス 

※上記はサービスの典型例として示しているもの。市町村はこの例を

踏まえて、地域の実情に応じたサービス内容を検討する。 

（従来の要支援者） 

・要支援認定を受けた者

（要支援者） 

・基本チェックリスト該当

者（介護予防・生活支

援サービス事業対象

者） 

・第１号被保険者の全ての者 

・その支援のための活動に

関わる者 
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１．介護予防・生活支援サービス事業（第１号事業） 

【事業内容】 

○介護予防・生活支援サービス事業は、要支援者等の多様な生活支援のニーズに対応するため、介護予防訪問介護等のサービスに加え、住民主

体の支援等も含め、多様なサービスを制度（総合事業）に位置付ける事業です。 

○この事業は、「訪問型サービス（第１号訪問事業）」、「通所型サービス（第１号通所事業）」、「その他の生活支援サービス（第１号生活

支援事業）」及び「介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）」から構成されます。 

 

■介護予防・生活支援サービス事業 

事 業 内 容 

（１）訪問型サービス（第１号訪問事業） 要支援者等に対し、掃除、洗濯等の日常生活上の支援を提供 

（２）通所型サービス（第１号通所事業） 要支援者等に対し、機能訓練や集いの場など日常生活上の支援を提供 

（３）その他の生活支援サービス（第１号生活支援事業） 
要支援者等に対し、栄養改善を目的とした配食や一人暮らし高齢者等への見

守りを提供 

（４）介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 
要支援者等に対し、総合事業によるサービス等が適切に提供できるようケア

マネジメント 

 

【対象者】 

○要支援認定を受けた者（要支援者） 

○基本チェックリスト該当者（介護予防・生活支援サービス事業対象者） 
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（１）訪問型サービス 

○訪問型サービスは、現行の訪問介護に相当するもの（訪問介護員等によるサービス）と、それ以外の多様なサービスからなります。 

○現行の訪問介護相当のものについては、訪問介護員等による短時間の生活援助といったサービス内容も想定されます。 

○多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保健・医療の専門職が短期集中で行う

サービス、移動支援が想定されます。 

 
基準 現行の訪問介護相当 多様なサービス 

サービス

種別 
①訪問介護 

②訪問型サービスＡ 

（緩和した基準による

サービス） 

③訪問型サービスＢ 

（住民主体による支援） 

④訪問型サービスＣ 

（短期集中予防サービス）

⑤訪問型サービスＤ 

（移動支援） 

サービス

内容 

訪問介護員による身体介護、生活援助 生活援助等 住民主体の自主活動と

して行う生活援助等 

保健師等による居宅で

の相談指導等 

移動前後の生活支援 

対象者と

サービス

提供の考

え方 

○既にサービスを利用しているケースで

サービスの利用の継続が必要なケース 

○以下のような訪問介護員によるサービ

スが必要なケース 
（例） 

・認知機能の低下により日常生活に支障がある症

状・行動を伴う者 

・退院直後で状態が変化しやすく、専門的サービ

スが特に必要な者 等 

 

※状態等を踏まえながら、多様なサービスの利用

を促進していくことが重要。 

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等

「多様なサービス」の利用を促進 

・体力の改善に向けた支

援が必要なケース 

・ＡＤＬ、ＩＡＤＬの改

善に向けた支援が必

要なケース 

 
※３～６ヶ月の短期間で行

う。 

訪問型サービスＢに準

じる 

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託 

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準 
個人情報の保護等の最

低限の基準 

内容に応じた独自の基

準 

サービス

提供者

（例） 

訪問介護員（訪問介護事業者） 主に雇用労働者 ボランティア主体 
保健・医療の専門職（市

町村） 
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（２）通所型サービス 

○通所型サービスは、現行の通所介護に相当するもの（通所介護事業者の従事者によるサービス）と、それ以外の多様なサービスからなります。 

○現行の通所介護相当のものについては、サービス内容や想定される状態の違い等に対応して、生活機能向上型のサービス内容のものとそれ以

外のものの２つの種類が想定されます。 

○多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保健・医療の専門職により短期集中で

行うサービスが想定されます。 

 
基準 現行の通所介護相当 多様なサービス 

サービス

種別 
①通所介護 

②通所型サービスＡ 

（緩和した基準によるサービス） 

③通所型サービスＢ 

（住民主体による支援） 

④通所型サービスＣ 

（短期集中予防サービス） 

サービス

内容 

通所介護と同様のサービス 

生活機能の向上のための機能訓練 

ミニデイサービス 

運動・レクリエーション 等 

体操、運動等の活動など、自主的

な通いの場 

生活機能を改善するための運動器

の機能向上や栄養改善等のプログ

ラム 

対象者と

サービス

提供の考

え方 

○既にサービスを利用しており、サービス

の利用の継続が必要なケース 

○「多様なサービス」の利用が難しいケー

ス 

○集中的に生活機能の向上のトレーニン

グを行うことで改善・維持が見込まれる

ケース 
 

※状態等を踏まえながら、多様なサービスの利用

を促進していくことが重要。 

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等「多様なサービス」

の利用を促進 

・ＡＤＬやＩＡＤＬの改善に向け

た支援が必要なケース 等 

 
※３～６ヶ月の短期間で行う。 

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託 

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準 個人情報の保護等の最低限の基準 内容に応じた独自の基準 

サービス

提供者

（例） 

通所介護事業者の従事者 
主に雇用労働者 

＋ボランティア 
ボランティア主体 保健・医療の専門職（市町村） 

 

（３）その他の生活支援サービス 

○その他の生活支援サービスは、①栄養改善を目的とした配食や、②住民ボランティア等が行う見守り、③訪問型サービス、通所型サービスに

準じる自立支援に資する生活支援（訪問型サービス・通所型サービスの一体的提供等）からなります。  
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２．一般介護予防事業 

【事業内容】 

○一般介護予防事業は、市町村の独自財源で行う事業や地域の互助、民間サービスとの役割分担を踏まえつつ、高齢者を年齢や心身の状況等に

よって分け隔てることなく、住民運営の通いの場を充実させ、人と人とのつながりを通じて、参加者や通いの場が継続的に拡大していくよう

な地域づくりを推進するとともに、地域においてリハビリテーション専門職等を活かした自立支援に資する取組を推進し、要介護状態になっ

ても、生きがい・役割をもって生活できる地域の実現を目指すことを目的として、総合事業に位置づける事業です。 

○この事業は、「介護予防把握事業」「介護予防普及啓発事業」「地域介護予防活動支援事業」「一般介護予防事業評価事業」「地域リハビリ

テーション活動支援事業」から構成されます。 

 

■一般介護予防事業 

事 業 内 容 

①介護予防把握事業 
地域の実情に応じて収集した情報等の活用により、閉じこもり等の何らかの支援を要する者を

把握し、介護予防活動へつなげる 

②介護予防普及啓発事業 介護予防活動の普及・啓発を行う 

③地域介護予防活動支援事業 地域における住民主体の介護予防活動の育成・支援を行う 

④一般介護予防事業評価事業 
介護保険事業計画に定める目標値の達成状況等の検証を行い、一般介護予防事業の事業評価を

行う 

⑤地域リハビリテーション活動支援事業 

（新規） 

地域における介護予防の取組を機能強化するために、通所、訪問、地域ケア会議、サービス担

当者会議、住民運営の通いの場等へのリハビリテーション専門職等の関与を促進する 

※現行の介護予防事業は、一次予防事業と二次予防事業に分かれていますが、新たな一般介護予防事業では、２つを区別せずに、地域の実情

に応じた効果的・効率的な介護予防の取り組みを推進する観点から見直します。 

【対象者】 

○第１号被保険者の全ての者 

○その支援のための活動に関わる者 
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Ⅳ．地域支援事業費の上限設定 

１．概要 

○改正前の地域支援事業では、市町村における「介護予防事業」と「包括的支援事業・任意事業」のぞれぞれの費用について介護給付費見込額

の２％を上限とし、更に地域支援事業全体で介護給付費見込額の３％を上限としていました。 

○介護予防訪問介護等を総合事業に移行した後においても、介護予防訪問介護等の移行分をまかなえるよう地域支援事業の上限を見直しつつ、

事業の効果的かつ効率的な実施の観点から引き続き上限を設定します。 

○具体的には、地域支援事業の上限については、以下の二つの区分で上限管理を行います。なお、地域支援事業全体の上限は設定しません。 

①総合事業 

②包括的支援事業・任意事業 

・基本事業分（包括的支援事業（うち総合相談、権利擁護、包括的継続的ケアマネジメント支援）・任意事業） 

・重点事業分（包括的支援事業（うち在宅医療・介護連携推進、認知症総合支援、地域ケア会議（包括的継続的ケアマネジメント支援の充実）、

生活支援体制整備）） 

 

①総合事業の上限 

 

 

 

 

 

 

 

 

②包括的支援事業・任意事業の上限 

国において、検討中 

 

当該市町村の事業開始の前年度の（予防給付（介護予防

訪問介護、介護予防通所介護、介護予防支援）＋介護予

防事業）の総額 

当該市町村の75歳以上高齢者の伸び 

【平成27年度から平成29年度まで】 

当該年度の予防給付（介護予防訪問介護、介護予防通所

介護、介護予防支援）の総額 


